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第６章 マスタープランの実現に向けて 
 

１．「市民本位のまちづくり」に向けて 

(１)「市民本位のまちづくり」に関する基本方針 

・人口減少や少子高齢化の進展していく中で、いかに既存の都市施設や資源を活用しながら市

民サービスを維持・充実させていくかが課題となっています。そのため、今後のまちづくり

は、市民生活の視点に立って、本当の意味での必要なサービスをみんなで考え、暮らしやす

い環境を整えていくことが重要です。 

・本計画を実現していくために、市民をはじめ多様な主体と行政が協働し、市民本位のまちづ

くりに取り組むための方針を示します。 

 

①地域の個性を活かしたまちづくりに取り組みます 

・人口減少と少子高齢化の進展、深刻化する環境問題や自然災害など、厳しさを増す社会

経済情勢において、快適で利便性の高い都市をつくっていくためには、市民と行政が協

力し合いながらまちづくりに取り組むことが重要となります。 

・特に、市民の価値観やライフスタイルの複雑・多様化に伴い、まちづくりへの市民ニー

ズも高度化しており、実際に生活している市民の目線からまちづくりのあり方を見つめ

直す必要があります。 

・また、市民が誇りや愛着をもてる都市をつくるためには、画一的なまちづくりではなく、

地域の個性を大切にした、まちづくりに取り組んでいく必要があります。 

・このために、市民やまちづくり団体、事業者など、多様な主体の役割を明確にし、主体

性と責任性のある協働体制の下にまちづくりを進めます。 

 

②計画的・効果的なまちづくりに取り組みます 

・人口減少や少子高齢化に伴う社会保障費

の増大や、これまでに整備してきた社会

資本の維持管理費の増大など、社会総コ

ストの増大が予測されています。 

・このような状況におけるまちづくりは、

これまで以上に効果的・効率的に進める

必要があります。 

・このため、財政状況や社会経済情勢を踏

まえつつ、優先度や整備効果などを勘案

した「選択と集中」の考えに基づいて、

計画的にまちづくりを進めます。 

◇ 市民本位のまちづくりの必要性と効果 ◇ 

地域に根ざした 
きめ細かな 

まちづくりの展開 

厚みのある 
効果的・計画的な 
まちづくりの展開 

多様な知識の融合 
による新しい 

まちづくりの展開 

市民本位の 
まちづくり 
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(２)段階的なまちづくりの推進 

・「市民本位のまちづくり」を実現していく取組は、大きく 3つの段階に区分できます。 

・まちづくりの意味を理解し想いを共有していく段階、市民が様々な分野でまちづくり活動を

実践する段階、さらに一歩進んで、「まちづくり協議会」など地域が主体となった仕組みへ

発展させていく段階です。 

・それぞれの段階における市民、事業者、行政が取り組むべきことは次のように整理できます。 

 

◇「市民本位のまちづくり」の段階的な進め方イメージ◇ 

主体 

ステップ 
行   政 市民（地域）・団体 

ＳＴＥＰ１ 

ま ち づ く り 

の意味を理解し 

想 い を 共 有 

す る 段 階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＴＥＰ２ 

市 民 が 

様 々 な 分 野 で 

まちづくり活動 

を実践する段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＴＥＰ３ 

「 ま ち づ く り 

協議会」などの 

仕 組 み へ 発 展 

させていく段階 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

庁内横断的な支援体制の強化 
(都市計画、建設、商工観光、農業、 

環境、教育・文化・スポーツ、福祉、 

保健等の部局) 

 

個々の 

取組 

への支援 
 

まちづくり 

団体等の 

支援と活用 

身近な生活環境、身近な地域の 

自然環境やまちづくり資源など 

に対する意識の高まり 

 
 

「市民本位のまちづくり」の本格化 

 

各種政策 

立案への 

参画 

都市計画マスタープランをはじめ 

とする市の構想・計画の PR 

まちづくりに関

する情報提供、

相談・助言 

庁内の意識の共有 

共有する想いをもった任意の集団 

（個人や地域・各種団体、事業者等） 

個々の 

取組 

 

「市民本位のまちづくり」の実現 

市民意見を 

反映した 

各種政策 

の立案 

｢まちづくり協議会｣等への発展 
(地域･組織単位の取組) 

組 織 の 活 性 化 

組 織 間 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 

企業の専門性を活かした取組 
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(３)市民、事業者、行政の役割分担の明確化 

・全国的に市民参画・市民協働の動きが活発化する中、本市においても、地域の振興や住環境

の向上などに向けた取組が進められており、今後さらに充実した取組に進展させる必要があ

ります。 

・今後、「市民本位のまちづくり」を実現していくためには、行政だけでなく、市民や団体等

が得意とする分野を、まちづくりに活かすことが求められます。 

◇ 市民、事業者、行政のそれぞれの役割 ◇ 

主体 役  割 内     容 

市 民 

個々の 

取組 

・まちづくりの意味と必要性の理解 

・土地利用や景観の方針に沿った開発・建築活動の実践 

・庭の緑化、清掃等の周辺環境への配慮 

・まちづくりへの積極的な参加、意見や考え方などの表示 

地域単位の 

取組 

 

組織単位の 

取組 

・身近なまちづくり（地域の景観ルールづくりや美化活動など）への

積極的な参加、協力 

・地域住民同士が日常的に話し合える場の設置、参加 

・地縁団体、市民団体等の組織化（まちづくり協議会など） 

・他の地域、他のまちづくり団体等とのネットワークの形成 

・美化活動等のボランティア活動への取組 

・公民館など身近な地域における公共施設の維持管理、積極的な利用 

事業者 

(企業) 

事業者 

の役割 

・企業活動を通じたまちづくりへの取組 

・独自の専門性を活かしたまちづくりへの取組 

行 政 

市民意向の

把握 

・まちづくりに関する情報の積極的な提供、発信 

・市民ニーズや地域の問題・課題の把握、市の構想・計画への反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動の支援 

・市民の身近なまちづくり活動に対する技術的支援 

・行政内の横断的な支援体制の強化 

・「まちづくり協議会」等の市民主役のまちづくりの仕組みづくり 

支援内容の

充実 

・市民、事業者のまちづくりに対する支援内容の充実 

・まちづくり団体（NPO団体など）の支援と活用 

今 

後 

こ
れ
ま
で 

 

 ●問題点 

 ・市民に分かりやすい形で情報が伝わっていない 

 ・市民がもつ多様な知識やアイデアを活かす場がない 

市民が知識や 

アイデアを活かせる 

｢場｣や｢機会｣づくり 

まちづくりの情報を 

分かりやすく伝える 

｢場｣や｢機会｣づくり 

市民

市民市民

●まちづくりに対する情報が少ない 

●言いたくても言う機会がない 

●まちづくりに関する議論が少ない 

 
この議論 

が少ない 

総論的 
抽象的 個別的 

政策 
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(４)「市民が主役のまちづくり」を支える環境づくり 

①地域や地区ごとのルールづくり 

・「市民本位のまちづくり」を実現するためには、市民が積極的に身近なまちづくり活動を

実践できる環境を整え、その活動の輪を周辺に波及させながら仲間を増やし、身近なま

ちづくり活動が市域全体に浸透していくことが不可欠です。 

・このため、行政は、まちづくり情報の提供・発信や助言を行うほか、必要に応じ、出前

講座の開催やまちづくりの専門家を派遣するなど、市民の主体的なまちづくり活動を支

援していきます。 

・また、身近な地域や地区の将来像を市民自らが考え、地域や地区が一体となって土地利

用や建築活動、緑化や景観づくりなどに関するルールづくりに取り組む環境整備が必要

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域や地区のルールに基づいた身近なまちづくりの実践 

まちづくりの基本方針（都市計画マスタープラン）との整合 

乱開発を 
防止したい 

自然環境を 
守りたい 

≪身近な地域や地区におけるまちづくりの問題や希望≫ 

まちの顔となるような 
まちなみをつくりたい 

今の居住環境 
を守りたい 

賑やかな商店街 
をつくりたい 

狭くて危険な道を 
なんとかしたい 

暮らしやすいま
ちをつくりたい 

 

花や緑あふれる 
まちをつくりたい 

■地域や地区ごとのまちづくり計画の策定 

■地区計画制度や建築協定、都市計画提案制度等の活用 

■国・県等の補助メニューを活用した事業の計画 

団体等の                                 地域住民の 

理解と協力                                 理解と協力 
協議・審査・助言 
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②市民の想いを受け止め、実現するための法制度の活用 

・土地利用や建築行為の規制・誘導など、身近な視点から生活環境を高めるため、市民や

関係者の理解と合意形成を得ながら、必要な各種法制度の活用を図ります。 

[地区計画（都市計画法）] 

・地区計画は、一体の地区として、それぞれの特性にふさわしい良好な街区を形成し、保

全するために指定する地区であり、建築物の用途や形態、敷地の形状などに対する制限

や、道路や公園などの公共施設の配置を一体として定める制度です。 

・地区計画制度には、標準的な規制の基準はなく、地区の特性や地域住民の総意のもとで

目標とした目指す地区像の実現に向けて、様々な規制基準を使い分けることができます。 

・現在までに本市での実績はありませんが、今後、特に良好な住環境等の保全・形成や、

無秩序な開発が行われる恐れのある地区などにおいて、地区計画制度の活用を検討して

いきたいと考えています。 
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[特定用途制限地域（都市計画法）] 

・特定用途制限地域は、用途地域が定められていない土地の区域内において、その良好な

環境の形成又は保持のために、当該地域の特性に応じて合理的な土地利用が行われるよ

う、特定の用途の建築物等の建築を制限する制度です。 

・特定用途制限地域内における建築物の用途の制限は、地方公共団体の条例で定められま

す（建築制限条例）。 

・現在までに本市での実績はありませんが、今後、用途の混在などにより良好な集落環境

等が阻害される地区などにおいて、特定用途制限地域制度を活用していきたいと考えて

います。特に、東小千谷土地区画整理事業の廃止に伴い用途地域から除外する地域にお

いて、当該制度導入の必要性も含めて、地域住民とともに検討を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 特定用途制限地域による土地利用制限のイメージ ◇ 

 

[特別用途地区（都市計画法）] 

・特別用途地区は、用途地域内の一定の地区において、当該地区の特性にふさわしい土地

利用の増進、環境の保護等の特別の目的の実現を図るために、用途地域を補完して定め

る地区です。 

・例えば、特定の工業の利便を増進するために必要な規制・緩和を行ったり、一定規模以

上の大規模な集客施設の立地を制限したりすることができます。 

・特別用途地区に関する必要な規定は、建築基準法に基づき、市の条例で規定します。 

 

[都市計画提案制度（都市計画法）] 

・都市計画提案制度は、一団の土地の区域について、土地所有者等が主体的に身近なまち

づくりを実践・推進していくために、一定の条件を満たした場合、都市計画の決定又は

変更を提案することができる制度です。 

・「市民本位のまちづくり」を実現するため、広く周知を行い、適切な運用の下で制度の活

用促進に取り組みます。 

住宅に隣接して工場が立地 

特定の用途を制限して良好な地域環境を確保 学校に隣接してパチンコ店が立地 
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[建築協定制度の概要（建築基準法）] 

・建築物を建築する場合には、都市計画法や建築基準法などにより、用途・構造など様々

な基準が定められていますが、それらは一律の基準であり、地域に応じた住みよい環境

づくり、個性あるまちづくりをするためには、必ずしも十分とは言えません。 

・そこで、地域の住民が話し合い、全員の同意のもとに建築基準法で定められた以上の基

準を定め、互いに守り合うことを制度化したものが建築協定です。 

・建築協定は、単なる申し合わせや任意の協定とは異なり、締結するときは市長の許可が

必要です。開発者が 1人で協定を結ぶ「1人協定」という制度もあります。 

 

[緑地協定制度の概要（都市緑地法）] 

・緑地協定は、市街地の良好な環境を確保するために、一団の土地の所有者等の全員の合

意により、その区域における樹木等の種類、垣又は柵の構造などの緑化に関する事項に

ついて締結した協定で、市長の許可を受けたものをいいます。 

・一定の手続きに基づいて協定が締結された後においては、公告後に当該区域内の土地の

所有者等となった者に対してもその効力が及ぶことになります。 
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２．アクションプログラム 

・本計画の目標年次は令和 12 年であり、それに向けて特に重点的に取り組むべき事業や施策

（主にハード部門）をアクションプログラムとして示します。 

都市づくり 

の方針 
関連分野 

目標年次までの計画期間（Ｒ7～Ｒ12 の今後 5 年間） 

※現在実施中のものを含む 

活 発 な 交 流

と秩序ある 

土地利用を 

誘導する 

都市づくり 

土地利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊 か な 自 然

と調和する 

安 全 で 快 適

な 都 市 づ く

り 

公園緑地 
 

 

河川整備  

都市環境  

都市防災 

 

 

 

市 民 と と も

に 個 性 と 魅

力 を 創 り 出

す 都 市 づ く

り 

市民参画  

景観整備 

 

 

●用途地域の変更 

・(都)片貝バイパス沿道／拡大  ・(都)西小千谷環状線沿道／拡大・変更 

・桜町土地区画整理地区／変更  ・第一工業団地周辺／除外 

・防災公園/変更 

●東小千谷土地区画整理事業の廃止への対応 

・新たな住宅地の良好な居住環境の形成（まちなみ形成のあり方の検討等） 

●中心市街地活性化の推進 

・商店街の活性化、空き店舗対策 

・歩行者空間の整備、緑化等の修景 

●地域商業の振興 

・本町、東小千谷の既存商店街 

●企業用地の整備 

・山谷･坪野、小千谷 IC 周辺、(都)片貝バイパス沿道 

●まちなか居住・地域定住化策の推進 

・住宅地の整備、公営住宅の改修、空き家・空き地の活用 

●都市計画道路の整備促進 

・(都)西小千谷環状線 

・その他の都市計画道路 

●都市計画道路の変更 

・長期未着手路線他 

●生活道路網の整備・改善 

・狭隘道路の解消、交差点の改良、踏切の改良、消雪パイプ･流雪溝の整備 

●歩道、自転車道、遊歩道の整備 

●小千谷駅の交通結節機能の強化・充実 

●バス路線網、コミュニティバス、乗合タクシーの維持・充実 

●新技術を活用した公共交通サービスの検討、事業者との連携 

 
●白山運動公園、防災公園の維持・充実 

●まちなかの身近な公園広場の整備 

●表沢川、茶郷川の改修（県） 

●下水道・集落排水事業の統合、管渠・処理施設の長寿命化・更新 

●大規模災害対策 ●(仮称)小千谷市防災センターの整備 ●土砂災害対策 

●橋梁の長寿命化 ●雨水排水対策  ●流域治水対策       

●ハザードマップの普及               

●市民協働のまちづくり推進 

●中心市街地の景観整備（協働）   ●景観計画の策定、景観条例の制定 

●賑わいの軸の整備、道路景観の整備 

 

●自主防災組織の育成 
●克雪・利雪対策 
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３．マスタープランの進行管理 

(１)マスタープランの進行管理 

・「まちづくりは百年の計」と言われるように、目指すべき都市の将来像を実現するためには、

本計画に基づいた息の長い取組が必要です。 

・身近な緑化の推進やソフト事業などは、その効果が短期間に現れるものもありますが、大規

模な事業や長期間にわたる施策の場合は、それらの実施期間中に社会経済情勢や市民のニー

ズが変化することも予想されます。 

・このため、本計画の中間年次等において、事業や施策の進捗状況を適切に評価・解析すると

ともに、PDCA サイクル（※１）の考えに基づいて適正な見直し・改善を図り、本計画の着実な

推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PDCA サイクルによる進行管理のイメージ 

 

※１：PDCA サイクル 

Plan(計画)→Do(実施・実行)→Check(点検・評価)→Action(処置・改善)の頭文字をとったものであ

り、この流れを繰り返すことで、事業や施策などの継続的な改善を図っていこうとする考えです。 

 

(２)マスタープランの見直し 

・計画年次の途中段階であっても、社会経済情勢や社会環境に大きな変化があった場合、都市

構造に大きな影響を与える事象が生じた場合など、必要な状況に応じて本計画も適宜見直し

を行っていきます。 
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○用語解説 

都市施設 ： 道路、公園、下水道など機能的な都市活動や良好な都市環境を維持するために必

要不可欠な施設 

  ・ 道路、都市高速鉄道、駐車場、自動車ターミナルその他の交通施設 

  ・ 公園、緑地、広場、墓園その他の公共空地 

 
 

・ 水道、電気供給施設、ガス供給施設、下水道、汚物処理場、ごみ焼却場その

他の供給施設又は処理施設 

  ・ 河川、運河その他の水路 

  ・ 学校、図書館、研究施設その他の教育文化施設 

  ・ 病院、保育所その他の医療施設又は社会福祉施設 

  ・ 市場、と畜場又は火葬場 

  ・ 

 

一団地の住宅施設（一団地における 50 戸以上の集団住宅及びこれらに附帯

する通路その他の施設をいう。） 

  ・ 

 

一団地の官公庁施設（一団地の国家機関又は地方公共団体の建築物及びこれ

らに附帯する通路その他の施設をいう。） 

  ・ 一団地の都市安全確保拠点施設（溢いつ水、湛たん水、津波、高潮その他の

自然現象による災害が発生した場合における居住者等（居住者、来訪者又は

滞在者をいう。以下同じ。）の安全を確保するための拠点となる一団地の特

定公益的施設（避難場所の提供、生活関連物資の配布、保健医療サービスの

提供その他の当該災害が発生した場合における居住者等の安全を確保するた

めに必要な機能を有する集会施設、購買施設、医療施設その他の施設をい

う。第四項第一号において同じ。）及び公共施設をいう。） 

  ・ 流通業務団地 

  
・ 

 

一団地の津波防災拠点市街地形成施設（津波防災地域づくりに関する法律第

二条第十五項に規定する一団地の津波防災拠点市街地形成施設をいう。） 

  

・ 

 

一団地の復興再生拠点市街地形成施設（福島復興再生特別措置法（平成二十

四年法律第二十五号）第三十二条第一項に規定する一団地の復興再生拠点市

街地形成施設をいう。） 

  

・ 

 

一団地の復興拠点市街地形成施設（大規模災害からの復興に関する法律（平

成二十五年法律第五十五号）第二条第八号に規定する一団地の復興拠点市街

地形成施設をいう。） 

  ・ その他政令で定める施設 

立地適正化計画 ： 居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、

都市全域を見渡し、持続可能な都市構造を目指す包括的なマスタープランであ

り、居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域

交通の再編との連携により「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくり

を進めるための計画 
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カーボンニュート

ラル 

： 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理など

による「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにするという考え方 

Society5.0 ： サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた新

たな社会 

関係人口 ： 移住や観光でもなく、単なる帰省でもない、日常生活圏や通勤圏以外の特定の地

域と継続的かつ多様な形で関わり、地域の課題の解決に資する人等 

グリーンツーリズ

ム 

： 緑豊かな農村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽しむ、滞在型の

余暇活動 

流域治水 ： 気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備、ダムの

建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入

する地域）から氾濫域（河川等の氾濫により浸水が想定される地域）にわたる流

域に関わるあらゆる関係者が協働して水災害対策を行う考え方 

田んぼダム ： たんぼからの排水量を調整し、たんぼの水位を上げて、雨水などをダムのように

一時的にたんぼに貯め、水路や川の水量を急激に増やさないようにするための取

組 

移動制約者 ： 妊婦・乳幼児連れ・高齢者・障がい者等 

コミュニティバス ： 山間地などの交通空白地帯において、地域住民の交通の利便性向上を目的とした

乗合バス 

乗合タクシー ： 山間地などの路線バスの機能が充分に発揮できない場所などで、運行されている

タクシー 

市民協働 ： 市民と行政が相互の理解と信頼の下、目的を共有し、連携・協力して地域の公共

的な問題に取り組んでいくこと 
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